
平成26年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成26年5月14日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 東洋刄物株式会社 上場取引所 東
コード番号 5964 URL http://www.toyoknife.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 高橋 允
問合せ先責任者 （役職名） 常務取締役 （氏名） 清野 芳彰 TEL 022-358-8911
定時株主総会開催予定日 平成26年6月27日 有価証券報告書提出予定日 平成26年6月30日
配当支払開始予定日 ―
決算補足説明資料作成の有無 ： 有
決算説明会開催の有無 ： 有 （機関投資家・アナリスト向け）

1. 平成26年3月期の連結業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 4,755 3.0 △59 ― △105 ― 203 175.9
25年3月期 4,616 △10.3 △168 ― △236 ― 73 △90.7

（注）包括利益 26年3月期 106百万円 （△17.5％） 25年3月期 129百万円 （△83.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年3月期 20.39 ― 39.8 △2.0 △1.3
25年3月期 7.39 ― 18.7 △4.0 △3.7

（参考） 持分法投資損益 26年3月期 9百万円 25年3月期 18百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 5,255 566 10.7 56.58
25年3月期 5,429 459 8.4 45.90

（参考） 自己資本 26年3月期 564百万円 25年3月期 458百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年3月期 290 292 △460 778
25年3月期 317 △196 △629 624

2. 配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
26年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
27年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,470 5.6 25 ― 20 ― 15 △94.4 1.50
通期 4,940 3.9 90 ― 55 ― 40 △80.3 4.01



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、決算短信（添付資料）17ページ４．連結財務諸表（5）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年3月期 10,000,000 株 25年3月期 10,000,000 株
② 期末自己株式数 26年3月期 20,528 株 25年3月期 20,308 株
③ 期中平均株式数 26年3月期 9,979,637 株 25年3月期 9,980,026 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成26年3月期の個別業績（平成25年4月1日～平成26年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年3月期 4,140 1.9 △115 ― △152 ― 179 440.8
25年3月期 4,063 △13.5 △232 ― △300 ― 33 △95.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年3月期 17.97 ―
25年3月期 3.32 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年3月期 4,518 278 6.2 27.89
25年3月期 4,793 89 1.9 8.99

（参考） 自己資本 26年3月期 278百万円 25年3月期 89百万円

2. 平成27年 3月期の個別業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,110 3.3 15 ― 5 ― 5 ― 0.50
通期 4,220 1.9 50 ― 10 ― 10 △94.4 1.00
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、デフレからの脱却を最優先とした政府の金融政策、財政政策、成長戦略に

よる円安・株高の流れのなか、民間需要・公的需要・外需の拡大も見られ、加えて2020年夏季オリンピック・パラリ

ンピックの東京開催決定によるマインド効果、更に消費税増税前の駆け込み需要の動きもあり、業種間の差はあるも

のの回復基調にて推移いたしました。世界経済は、中国の減速に加え新興国も力強さは見られず、ユーロ圏における

回復テンポの緩慢さはありましたが、米国は持ち直しており、総じて緩やかな回復基調にて推移いたしました。 

当社グループにおきましては、精密機械部品、鉄鋼用刃物の受注・売上は堅調であったものの、主力の情報産業用

刃物をはじめ伸び悩んだ製品もあり、当連結会計年度における業績は、売上高が前連結会計年度比3.0%増の47億55百

万円 となりました。損益面におきましては、前連結会計年度の受注低迷の影響、収益性の低い製品売上高の売上構成

比率に占める割合の上昇および製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失59百万円（前連結会計年度は営

業損失１億68百万円）、経常損失１億５百万円（前連結会計年度は経常損失２億36百万円）となりましたが、投資有

価証券の売却及び被災した多賀城事業所の一部を譲渡し、これらの売却益を特別利益に計上したことにより、当期純

利益は２億３百万円（前連結会計年度比175.9%増）となりました。 

ア）機械刃物及び機械・部品 

  当セグメントにおきましては、鉄鋼用刃物、産業用機械及び部品は増加したものの、主力の情報産業用刃物が伸び

悩み、その結果、売上高は43億26百万円（前連結会計年度比2.6％増）となり、セグメント利益は１億83百万円（前連

結会計年度比99.4％増）となりました。 

イ）緑化造園 

  当セグメントにおきましては、造園工事及び管理業務は堅調に推移するなか、一部高原価率の案件もあり、加えて

今年に入り大雪による工期延期も影響し、売上高は４億29百万円（前連結会計年度比7.6％増）となり、セグメント利

益は２百万円（前連結会計年度比89.8％減）となりました。 

今後の見通しにつきましては、消費税増税に伴う景気の腰折れは予想されるものの、景気は緩やかながらも持ち直

すと見られ、海外経済の回復に伴う輸出増も見込まれております。こうした環境の中、当社グループといたしまして

は、受注改善傾向のなかでも高付加価値製品の比率を増やし、業務改善活動をさらに進めながら、顧客満足度向上に

継続して傾注し収益の向上に務めてまいります。 

次期の業績見通しにつきまして、連結売上高49億40百万円、連結経常利益55百万円、連結当期純利益40百万円を見

込んでおります。 

  
（2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて0.1％減少し、31億47百万円となりました。これは、主としてたな卸資産の

減少などによるものです。  

固定資産は、前連結会計年度末に比べて7.5％減少し、21億７百万円となりました。これは主に機械装置及び運搬具

などの有形固定資産の減少などによるものです。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて3.2％減少し、52億55百万円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて1.8％減少し、35億59百万円となりました。これは主として支払手形及び買

掛金の減少などによるものです。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて15.9％減少し、11億29百万円となりました。これは主として長期借入金の

減少などによるものです。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて5.7％減少し、46億89百万円となりました。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ23.2％増加し、５億66百万円となりました。主な要因は当期純利益を２億

３百万円計上したことなどによるものであります。  

  

 

東洋刄物㈱（5964）平成26年３月期決算短信

－2－



②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ１億54百万円

増加し、７億78百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、２億90百万円（前連結会計年度比8.4％減）となりまし

た。これは主に固定資産売却益が１億85百万円、投資有価証券売却益が１億74百万円などがあったものの、税金等

調整前当期純利益が２億34百万円、減価償却費２億73百万円、たな卸資産の減少額２億９百万円などがあったこと

を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動による資金の増加は２億92百万円（前連結会計年度は１億96百万円の減少）と

なりました。これは主に有形固定資産の売却による収入が１億91百万円、投資有価証券の売却による収入が１億79

百万円などがあったことを反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動による資金の減少は４億60百万円（前連結会計年度は６億29百万円の減少）と

なりました。これは主に長・短期借入金の返済として借入金が４億22百万円減少したことなどがあったことを反映

したものであります。 

  
(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移  

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注1)いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

(注2)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

(注3)キャッシュ・フローは営業キャッシュ・フローを利用しています。 

(注4)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っている全ての負債を対象としています。

(注5)平成22年3月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率（％）及びインタレスト・ガバレッジ・レシオ（倍）

はキャッシュ・フローがマイナスのため記載を省略しております。 

  

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、将来に向けた事業展開のため財務体質と経営基盤の強化を図り株主資本の充実に努めるとともに、収益

動向などを総合的に勘案し業績に相応した配当を実施することを利益配分の基本に考えております。 

当期の配当につきましては、依然として厳しい経営環境などを考慮いたしまして、誠に遺憾ながら無配とさせて

いただく予定であります。次期の配当につきましても、現時点での業績予想は極めて厳しい見通しであることから

当期同様見送りとさせていただく予定であります。 

  

 

  平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期

自己資本比率（％） 12.7 △7.5 5.3 8.4 10.7 

時価ベースの自己資本比率
（％） 

16.6 10.2 13.6 13.3 17.7 

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率（％） 

― 873.3 6,343.9 1,141.6 1,087.3 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ（倍） 

― 4.4 0.6 3.3 3.5 
 

東洋刄物㈱（5964）平成26年３月期決算短信

－3－



（4）事業等のリスク 

１.景気変動について 

当社グループの主要製品は、各分野における生産拠点で広く使用されており、また各種工作機械等に付属して出

荷されております。このため、当社グループの受注量は設備投資の動向をはじめ景気動向全般に大きく影響を受け

易い傾向にあります。 

最近における当社グループの製品の売上構成は、情報産業関連刃物をはじめ、鉄鋼用刃物、精密機械部品の構成

が主力となっており、こうした分野においては景気の変動や技術革新とも関連し仕様の変更や量の変動も激しく、

当社グループの業績も当該業界の動向に左右される可能性があります。 

２.為替変動の影響について 

当社グループにおける海外売上高比率は13.3％であり、このうち外貨建てによる売上高は16.5％となっているた

め、全売上高に占める割合は比較的少ないものの、為替レートの変動による影響を受けております。今後も為替動

向によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

３.金利の変動について 

当社グループは運転資金及び設備投資資金を借入金に依存してきたため、総資産に対する借入金残高の割合が高

くなっております。今後の金利の変動を含む経営環境の変化等によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

４.材料価格の変動について 

当社グループの主要なセグメントである機械刃物及び機械・部品の主原材料として使用する普通鋼および特殊鋼

については、鉄鉱石・スクラップならびに合金要素などの原材料価格上昇に伴い、鋼製品の購入価格が変動する可

能性があり、対象となる鋼製品の購入価格の値上がりが、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５.自然災害等について 

地震等の自然災害や火災等の事故によって、当社グループの生産拠点等の設備が壊滅的な損害を被る可能性があ

ります。この場合は当社グループの操業が中断し、生産及び出荷が遅延することにより売上高が低下し、生産拠点

等の修復のために多額の費用を要することとなる可能性があります。さらに、社会的な生産活動の停滞、原材料の

供給不足、日本市場の消費意欲の低下といった間接的な影響を受ける可能性があり、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

本項におきましては、将来に関する事項が含まれていますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。 

  

（5）継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、前連結会計年度において営業損失および経常損失を計上し、当連結会計年度においても受注高

は計画を達成したものの、業績としては前連結会計年度の受注低迷、収益性の低い製品売上高の売上構成比率に占

める割合の上昇および製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失および経常損失を計上しております。 

また、取引金融機関からの借入金の返済条件の変更を受け、約定どおり返済しているものの、手元資金残高に比

して借入金残高の水準が高いため、今後、現在の約定どおりの返済に支障を来すおそれがあります。 

以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

詳細につきましては、「継続企業の前提に関する注記」に記載しております。 
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２．企業集団の状況 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  

※ 関連会社で持分法適用会社であります。 
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３．経営方針 

（1）会社の経営の基本方針 

当社は、工業用機械刃物・産業用機械及び部品の製造・販売会社として、法令等遵守のもとにお客様の信頼と満

足を得られる製品の提供により社会に貢献するとともに、企業内においては参画と協調により活力ある職場を築く

ことを基本理念とし、流動化する経済状況のなかで「顧客志向のモノづくりを心掛け、技術力・競争力を強化し、

経営基盤の安定を図る」ことを中期経営計画の基本方針と位置づけて経営に取り組んでおります。 

  

（2）目標とする経営指標 

当社は、平成26年４月を始期とする第十次中期３カ年経営計画を策定し、最終年度売上高50億円、営業利益率

３％以上、高精度精密製品の売上高構成比率を50％以上とするなどの目標を掲げて経営に取り組んでおります。 

  

（3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、主力製品としての工業用機械刃物の製造・販売を基本にしなから、刃物製造技術を応用した高精度精密

製品の構成比を拡大すべく、この分野への経営資源の重点的投資を図り産業構造の変化に対応していく所存であり

ます。中期３カ年経営計画の最終年度においては、その売上高に占める割合を50％以上とする目標を掲げて取り組

んでおります。 

  

（4）会社の対処すべき課題 

会社の対処すべき課題の最重点は、企業体質の強化を目指し安定した収益を確保することと認識し、積極的・効

率的な営業活動を推進し重点品種の拡販を図るとともに、生産体制の効率化と徹底したコストダウンを進め、更な

る諸経費の削減に努め経常的に利益を確保できる経営体制の確立を目指して参ります。 
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４．連結財務諸表 

（1）連結貸借対照表  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 709 860 

    受取手形及び売掛金 1,256 1,295 

    製品 249 217 

    仕掛品 416 339 

    原材料及び貯蔵品 495 404 

    繰延税金資産 9 9 

    その他 26 29 

    貸倒引当金 △12 △8 

    流動資産合計 3,151 3,147 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 1,835 1,839 

        減価償却累計額 △1,117 △1,165 

        建物及び構築物（純額） 717 674 

      機械装置及び運搬具 4,213 4,197 

        減価償却累計額 △3,643 △3,751 

        機械装置及び運搬具（純額） 570 445 

      土地 450 443 

      リース資産 215 187 

        減価償却累計額 △157 △162 

        リース資産（純額） 57 25 

      その他 257 261 

        減価償却累計額 △239 △244 

        その他（純額） 18 17 

      有形固定資産合計 ※2  1,814 ※2  1,606 

    無形固定資産 20 11 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※1  354 ※1  402 

      繰延税金資産 35 36 

      その他 97 78 

      貸倒引当金 △43 △28 

      投資その他の資産合計 443 489 

    固定資産合計 2,278 2,107 

  資産合計 5,429 5,255 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 560 530 

    短期借入金 ※2  2,740 ※2  2,768 

    リース債務 42 15 

    未払法人税等 14 22 

    賞与引当金 18 21 

    その他 249 202 

    流動負債合計 3,626 3,559 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

  固定負債     

    長期借入金 ※2  810 ※2  359 

    リース債務 25 15 

    繰延税金負債 23 28 

    退職給付引当金 432 - 

    退職給付に係る負債 - 679 

    役員退職慰労引当金 27 25 

    環境対策引当金 23 21 

    固定負債合計 1,343 1,129 

  負債合計 4,969 4,689 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 500 500 

    資本剰余金 194 194 

    利益剰余金 △248 △45 

    自己株式 △3 △3 

    株主資本合計 441 645 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 49 58 

    為替換算調整勘定 △32 22 

    退職給付に係る調整累計額 - △161 

    その他の包括利益累計額合計 16 △80 

  少数株主持分 1 1 

  純資産合計 459 566 

負債純資産合計 5,429 5,255 
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（2）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 4,616 4,755 

売上原価 3,665 3,795 

売上総利益 951 960 

販売費及び一般管理費 ※1  1,120 ※1  1,019 

営業損失（△） △168 △59 

営業外収益     

  受取利息 1 2 

  受取配当金 4 5 

  持分法による投資利益 18 9 

  固定資産賃貸収入 7 6 

  為替差益 6 7 

  その他 24 29 

  営業外収益合計 62 61 

営業外費用     

  支払利息 99 83 

  その他 30 23 

  営業外費用合計 129 107 

経常損失（△） △236 △105 

特別利益     

  固定資産売却益 - ※2  185 

  投資有価証券売却益 - 174 

  災害助成金収入 362 - 

  特別利益合計 362 360 

特別損失     

  工場移転費用 3 - 

  環境対策引当金繰入額 23 - 

  固定資産除却損 - 16 

  災害助成金返還額 - 4 

  特別損失合計 27 20 

税金等調整前当期純利益 99 234 

法人税、住民税及び事業税 26 30 

法人税等調整額 △0 0 

法人税等合計 25 31 

少数株主損益調整前当期純利益 73 203 

少数株主利益 0 0 

当期純利益 73 203 
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連結包括利益計算書  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 73 203 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 28 9 

  為替換算調整勘定 7 23 

  退職給付に係る調整額 - △161 

  持分法適用会社に対する持分相当額 19 32 

  その他の包括利益合計 ※1  55 ※1  △96 

包括利益 129 106 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 129 106 

  少数株主に係る包括利益 0 0 
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（3）連結株主資本等変動計算書 

  前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

 

  

  当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

 

 

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 500 194 △322 △3 368 

当期変動額   

当期純利益  73 73 

自己株式の取得  △0 △0 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
 ― 

当期変動額合計 ― ― 73 △0 73 

当期末残高 500 194 △248 △3 441 
 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 20 △59 ― △39 1 330 

当期変動額     

当期純利益    ―  73 

自己株式の取得    ―  △0 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
28 26 55 0 55 

当期変動額合計 28 26 ― 55 0 129 

当期末残高 49 △32 ― 16 1 459 
 

(単位：百万円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 500 194 △248 △3 441 

当期変動額   

当期純利益  203 203 

自己株式の取得  △0 △0 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
 ― 

当期変動額合計 ― ― 203 △0 203 

当期末残高 500 194 △45 △3 645 
 

  

その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定

退職給付に係る 

調整累計額 

その他の包括利益

累計額合計 

当期首残高 49 △32 ― 16 1 459 

当期変動額     

当期純利益    ―  203 

自己株式の取得    ―  △0 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
9 55 △161 △96 △0 △96 

当期変動額合計 9 55 △161 △96 △0 106 

当期末残高 58 22 △161 △80 1 566 
 

東洋刄物㈱（5964）平成26年３月期決算短信

－11－



（4）連結キャッシュ・フロー計算書  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 99 234 

  減価償却費 348 273 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △18 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △2 2 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 103 △432 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 517 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △2 

  環境対策引当金の増減額（△は減少） 23 △2 

  受取利息及び受取配当金 △6 △7 

  持分法による投資損益（△は益） △18 △9 

  災害助成金収入 △362 - 

  固定資産売却損益（△は益） - △185 

  投資有価証券売却損益（△は益） - △174 

  支払利息 99 83 

  固定資産除却損 - 16 

  工場移転費用 3 - 

  災害助成金返還額 - 4 

  売上債権の増減額（△は増加） 144 △37 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △94 209 

  仕入債務の増減額（△は減少） △81 △31 

  その他 △180 △47 

  小計 81 392 

  利息及び配当金の受取額 7 8 

  災害助成金の受取額 362 - 

  利息の支払額 △97 △82 

  災害助成金の返還額 - △4 

  法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △37 △23 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 317 290 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △115 △112 

  定期預金の払戻による収入 116 115 

  有形固定資産の取得による支出 △180 △85 

  有形固定資産の売却による収入 - 191 

  有形固定資産の除却による支出 - △5 

  投資有価証券の売却による収入 - 179 

  工場移転による支出 △41 - 

  その他 23 8 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △196 292 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △370 △30 

  長期借入れによる収入 266 - 

  長期借入金の返済による支出 △483 △392 

  リース債務の返済による支出 △42 △37 

  その他 △0 △0 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △629 △460 

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 32 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △498 154 

現金及び現金同等物の期首残高 1,122 624 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  624 ※1  778 
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（5）連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

当社グループは、前連結会計年度において営業損失および経常損失を計上し、当連結会計年度においても受注高

は計画を達成したものの、業績としては前連結会計年度の受注低迷、収益性の低い製品売上高の売上構成比率に占

める割合の上昇および製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失および経常損失を計上しております。 

また、取引金融機関からの借入金の返済条件の変更を受け、約定どおり返済しているものの、手元資金残高に比

して借入金残高の水準が高いため、今後、現在の約定どおりの返済に支障を来すおそれがあります。 

以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該状況を解消するために平成23年12月に策定した再生計画書に基づき、業務改善活動を進め

ており、引き続き以下の諸施策の実現に向けて取り組んでおります。 

１．収益性の向上 

①高精度精密製品等高付加価値製品の売上拡大に注力し、売上総利益率の向上を図っております。 

②原材料費、外注費をはじめとする製造原価の削減を行い、低利益率製品の見直しを図っております。 

③給与体系の見直し並びに事業規模に応じた人員体制の見直し等を通じ固定費の削減を図っております。 

２.財務体質の改善 

①平成26年７月以降の借入金返済条件の見直しについて取引金融機関と協議を行っております。 

②自己資本の充実ならびに運転資金の確保を目的として、平成25年７月３日に投資有価証券を売却しておりま

す。また、有利子負債の圧縮ならびに自己資本の充実を目的として、平成25年８月29日に多賀城事業所の不動産

の一部を譲渡しております。 

しかしながら、これらの対応策に関して、収益性の向上については、今後の経済環境の変化による影響を受け計

画どおりに推移しない可能性があります。また、財務体質の改善については、取引金融機関との協議を継続してい

く必要があります。 

以上により、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しております。 

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を連結財務諸表には反映しておりません。 
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(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１.連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 

 4社  

連結子会社の名称 

 ㈱トオハ、熱研工業㈱、東洋緑化㈱、上海東優刃物国際貿易有限公司  

  
２.持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した関連会社数 

 1社  

会社等の名称 

 東洋鋼業㈱ 

  
３.連結子会社の事業年度等に関する事項 

 上海東優刃物国際貿易有限公司の決算日（12月31日）は連結決算日と異なりますが、当該会社の事業年度に係る財務

諸表を使用しております。 

 その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 

  
４.会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 ②たな卸資産 

製品・仕掛品 

主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

原材料・貯蔵品 

主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

  
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 ①有価固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定

額法によっております。 

 また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で均

等償却する方法によっております。 

 ②無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。 

 ③リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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（3）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 ②賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しておりま

す。 

 ③役員退職慰労引当金 

 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 ④環境対策引当金 

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理することが義務付けられて

いるＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見積額を計上しております。 

  
（4）退職給付に係る会計処理の方法 

 ①退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。 

 ②数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の損益処理方法 

 会計基準変更時差異（1,752百万円）については、15年による定額法により費用処理しております。 

 過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により損益処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理することとしております。 

 ③小規模企業等における簡便法の採用 

 一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

  
（5）重要な収益及び費用の計上基準 

 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 一部の連結子会社において完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。 

  
（6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資であります。 

  
（7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付

に係る負債として計上する方法に変更し、未認識会計基準変更時差異、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤

務費用を退職給付に係る負債に計上いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減してお

ります。 

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が６億79百万円計上されております。また、その他

の包括利益累計額が１億61百万円減少しております。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

  

  
(未適用の会計基準等) 

・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日） 

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日） 

  

(1)概要 

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務債務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものです。 

  

(2)適用予定日 

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首より適用予定です。 

  

(3)当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等の適用が連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 
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(連結貸借対照表関係) 

※１ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。  

  

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。 

工場財団組成の有形固定資産 

   

  

担保付債務 

   

  

工場財団組成以外の有形固定資産 

   

  

担保付債務  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

投資有価証券(株式) 124百万円 165百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

建物及び構築物 626百万円 639百万円 

機械装置及び運搬具 525百万円 401百万円 

土地 272百万円 279百万円 

計 1,424百万円 1,321百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

短期借入金 40百万円 10百万円 

長期借入金 2,986百万円 2,655百万円 

（1年以内返済予定を含む）     
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

建物及び構築物 ６百万円 ５百万円 

土地 60百万円 60百万円 

計 66百万円 66百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

長期借入金 14百万円 11百万円 

（1年以内返済予定を含む）     
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(連結損益計算書関係) 

  

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。  

  

※２  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。  

  

  

(連結包括利益計算書関係) 

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額  

  

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

  39百万円 29百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

土地 －百万円 185百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 37百万円 12百万円 

  税効果調整前 37百万円 12百万円 

  税効果額 9百万円 3百万円 

  その他有価証券評価差額金 28百万円 9百万円 

為替換算調整勘定     

 当期発生額 7百万円 23百万円 

退職給付に係る調整額     

 当期発生額 ― △161百万円 

持分法適用会社に対する持分相当額     

 当期発生額 19百万円 32百万円 

その他の包括利益合計 55百万円 △96百万円 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項  

  

２ 自己株式に関する事項  

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加   1,414株 

  

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項  

  

２ 自己株式に関する事項  

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加     220株 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。  

  

  

 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 10,000,000 ─ ─ 10,000,000 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 18,894 1,414 ─ 20,308 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 10,000,000 ─ ─ 10,000,000 
 

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 20,308 220 ― 20,528 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

現金及び預金 709百万円 860百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △85百万円 △82百万円 

現金及び現金同等物 624百万円 778百万円 
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(セグメント情報等) 

(セグメント情報) 

１ 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。 

 当社は取り扱う製品・サービス別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は製品・サービス別のセグメントから構成されており、「機械刃物及び機械・部品」および「緑

化造園」の２つを報告セグメントとしております。 

 各セグメントの主要な製品・サービスは以下のとおりです。  

  

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。 

  

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）  

  

 

セグメントの名称 主要製品・工事 

機械刃物及び機械・部品 

鉄鋼用刃物・合板用刃物・製紙パルプ用刃物・情報産業用刃物・製本用
刃物 
産業用機械及び部品（研削盤・スライドウェイ・各種カッターおよびユ
ニット等） 

緑化造園 造園工事・管理受託業務・法面工事・土木工事・建築工事 
 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

機械刃物及び機械・部品 緑化造園 計 

売上高       

  外部顧客への売上高 4,217 399 4,616 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

─ 40 40 

計 4,217 439 4,657 

セグメント利益 92 25 117 

セグメント資産 4,606 203 4,809 

その他の項目       

  減価償却費 322 2 325 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

59 3 62 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）  

  

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)  

(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

   

(注)全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社共通資産であります。 

  

(注)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社の設備投資額であります。 

  

 

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 

機械刃物及び機械・部品 緑化造園 計 

売上高       

  外部顧客への売上高 4,326 429 4,755 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― 0 0 

計 4,326 429 4,756 

セグメント利益 183 2 186 

セグメント資産 4,304 212 4,517 

その他の項目       

  減価償却費 260 4 265 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

51 15 66 
 

  （単位：百万円）

利 益 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 117 186 

セグメント間取引消去 1 1 

全社費用（注） △288 △247 

連結財務諸表の営業損失（△） △168 △59 
 

  （単位：百万円）

資 産 前連結会計年度 当連結会計年度 

報告セグメント計 4,809 4,517 

全社資産（注） 619 738 

連結財務諸表の資産合計 5,429 5,255 
 

      （単位：百万円）

その他の項目 
報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額 

前連結  
会計年度 

当連結  
会計年度 

前連結  
会計年度 

当連結  
会計年度 

前連結  
会計年度 

当連結  
会計年度 

減価償却費 325 265 23 8 348 273 

有形固定資産及び無形固定
資産の増加額 

62 66 5 ― 68 67 
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(1株当たり情報) 

   

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

   ２ 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。 

     この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、16.21円減少しております。 

   ３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 
   

  

   ４ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
   

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

１株当たり純資産額 45.90円 56.58円 

１株当たり当期純利益金額 7.39円 20.39円 
 

項目 
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

  当期純利益(百万円) 73 203 

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 73 203 

  普通株式の期中平均株式数(千株) 9,980 9,979 
 

項目 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) 459 566 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1 1 

(うち少数株主持分)（百万円） (1) (1)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 458 564 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株
式の数(千株) 

9,979 9,979 
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５．個別財務諸表 

（1）貸借対照表  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 415 539 

    受取手形 105 194 

    電子記録債権 7 62 

    売掛金 1,095 990 

    製品 223 170 

    仕掛品 393 314 

    原材料及び貯蔵品 487 392 

    前払費用 16 14 

    その他 6 7 

    貸倒引当金 △12 △8 

    流動資産合計 2,738 2,676 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 1,550 1,563 

        減価償却累計額 △891 △935 

        建物（純額） 658 628 

      構築物 119 110 

        減価償却累計額 △94 △96 

        構築物（純額） 24 14 

      機械及び装置 3,681 3,657 

        減価償却累計額 △3,155 △3,256 

        機械及び装置（純額） 526 400 

      車両運搬具 20 20 

        減価償却累計額 △20 △19 

        車両運搬具（純額） 0 0 

      工具、器具及び備品 213 215 

        減価償却累計額 △197 △202 

        工具、器具及び備品（純額） 16 13 

      土地 363 356 

      リース資産 215 187 

        減価償却累計額 △157 △162 

        リース資産（純額） 57 25 

      有形固定資産合計 ※1  1,647 ※1  1,439 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 7 0 

      電話加入権 5 5 

      無形固定資産合計 13 6 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 229 237 

      関係会社株式 98 98 

      出資金 1 1 

      関係会社出資金 21 21 

      従業員長期貸付金 6 5 

      破産更生債権等 43 28 

      長期前払費用 2 0 

      その他 32 31 

      貸倒引当金 △43 △28 

      投資その他の資産合計 393 396 

    固定資産合計 2,054 1,842 

  資産合計 4,793 4,518 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 326 247 

    買掛金 217 240 

    短期借入金 ※1,※5  317 ※1,※5  287 

    1年内返済予定の長期借入金 ※1  2,395 ※1  2,455 

    リース債務 41 15 

    未払金 10 0 

    未払費用 85 79 

    未払法人税等 1 14 

    前受金 9 12 

    預り金 18 5 

    従業員預り金 18 3 

    設備関係支払手形 2 1 

    その他 48 28 

    流動負債合計 3,493 3,391 

  固定負債     

    長期借入金 ※1  750 ※1  320 

    リース債務 20 11 

    繰延税金負債 21 24 

    退職給付引当金 394 471 

    環境対策引当金 23 21 

    固定負債合計 1,210 849 

  負債合計 4,703 4,240 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 500 500 

    資本剰余金     

      資本準備金 194 194 

      資本剰余金合計 194 194 

    利益剰余金     

      利益準備金 85 85 

      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 △735 △556 

      利益剰余金合計 △650 △470 

    自己株式 △3 △3 

    株主資本合計 40 220 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 49 58 

    評価・換算差額等合計 49 58 

  純資産合計 89 278 

負債純資産合計 4,793 4,518 
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（2）損益計算書  

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 4,063 4,140 

売上原価     

  製品期首たな卸高 218 223 

  当期製品製造原価 2,623 2,639 

  当期製品仕入高 736 761 

  合計 3,578 3,624 

  他勘定振替高 - 0 

  製品期末たな卸高 223 183 

  売上原価合計 3,354 3,439 

売上総利益 709 700 

販売費及び一般管理費     

  荷造運搬費 80 85 

  貸倒引当金繰入額 6 △13 

  役員報酬 39 41 

  給料及び手当 285 247 

  退職給付費用 61 60 

  法定福利費 47 42 

  旅費及び交通費 60 57 

  減価償却費 22 9 

  賃借料 113 89 

  研究開発費 39 29 

  その他 183 165 

  販売費及び一般管理費合計 941 815 

営業損失（△） △232 △115 

営業外収益     

  受取利息 0 0 

  受取配当金 22 26 

  固定資産賃貸収入 8 8 

  為替差益 6 7 

  その他 19 23 

  営業外収益合計 57 66 

営業外費用     

  支払利息 96 82 

  その他 28 21 

  営業外費用合計 125 104 

経常損失（△） △300 △152 
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                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

特別利益     

  災害助成金収入 362 - 

  固定資産売却益 - 185 

  投資有価証券売却益 - 174 

  特別利益合計 362 360 

特別損失     

  工場移転費用 3 - 

  環境対策引当金繰入額 23 - 

  固定資産除却損 - 16 

  災害助成金返還額 - 4 

  特別損失合計 27 20 

税引前当期純利益 35 187 

法人税、住民税及び事業税 2 8 

法人税等合計 2 8 

当期純利益 33 179 
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（3）株主資本等変動計算書 

  前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

 

  

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 500 194 194 85 △768 △683 

当期変動額   

当期純利益  ― 33 33 

自己株式の取得  ―  ―

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
 ―  ―

当期変動額合計 ― ― ― ― 33 33 

当期末残高 500 194 194 85 △735 △650 
 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △3 7 20 20 28 

当期変動額   

当期純利益  33 ― 33 

自己株式の取得 △0 △0 ― △0 

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
 ― 28 28 28 

当期変動額合計 △0 33 28 28 61 

当期末残高 △3 40 49 49 89 
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  当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

 

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 
その他利益剰余金 

利益剰余金合計 
繰越利益剰余金 

当期首残高 500 194 194 85 △735 △650 

当期変動額   

当期純利益  ― 179 179 

自己株式の取得  ―  ―

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
 ―  ―

当期変動額合計 ― ― ― ― 179 179 

当期末残高 500 194 194 85 △556 △470 
 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △3 40 49 49 89 

当期変動額   

当期純利益  179 ― 179 

自己株式の取得 △0 △0 ― △0 

株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
 ― 9 9 9 

当期変動額合計 △0 179 9 9 188 

当期末残高 △3 220 58 58 278 
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（4）個別財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

当社は、前事業年度において営業損失および経常損失を計上し、当事業年度においても受注高は計画を達成した

ものの、業績としては前事業年度の受注低迷、収益性の低い製品売上高の売上構成比率に占める割合の上昇および

製造工程における歩留まりの低下等を受け、営業損失および経常損失を計上しております。 

また、取引金融機関からの借入金の返済条件の変更を受け、約定どおり返済しているものの、手元資金残高に比

して借入金残高の水準が高いため、今後、現在の約定どおりの返済に支障を来すおそれがあります。 

以上により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社は、当該状況を解消するために平成23年12月に策定した再生計画書に基づき、業務改善活動を進めており、

引き続き以下の諸施策の実現に向けて取り組んでおります。 

１．収益性の向上 

①高精度精密製品等高付加価値製品の売上拡大に注力し、売上総利益率の向上を図っております。 

②原材料費、外注費をはじめとする製造原価の削減を行い、低利益率製品の見直しを図っております。 

③給与体系の見直し並びに事業規模に応じた人員体制の見直し等を通じ固定費の削減を図っております。 

２.財務体質の改善 

①平成26年７月以降の借入金返済条件の見直しについて取引金融機関と協議を行っております。 

②自己資本の充実ならびに運転資金の確保を目的として、平成25年７月３日に投資有価証券を売却しておりま

す。また、有利子負債の圧縮ならびに自己資本の充実を目的として、平成25年８月29日に多賀城事業所の不動産

の一部を譲渡しております。 

しかしながら、これらの対応策に関して、収益性の向上については、今後の経済環境の変化による影響を受け計

画どおりに推移しない可能性があります。また、財務体質の改善については、取引金融機関との協議を継続してい

く必要があります。 

以上により、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在しております。 

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を財務諸表には反映しておりません。 
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６．その他 

（1）役員の異動 

平成26年６月27日開催予定の定時株主総会ならびに取締役会で、次のとおり選任の予定であります。 

（平成26年６月27日付予定） 

  
① 代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

  
② その他の役員の異動 

１）新任監査役候補 

木田 恭弘（非常勤・社外監査役候補） 

  
２）退任予定監査役 

大髙 成（非常勤・社外監査役） 

  
（2）生産、受注及び販売の状況 

 １．生産実績 

（注）1 金額は販売価格であり、セグメント間の取引については相殺処理しております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
 ２．受注状況 

（注）1 セグメント間の取引については相殺処理しております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
 ３．販売実績 

（注）1 セグメント間の取引については相殺処理しております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

セグメントの名称 

前連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

機械刃物及び機械・部品 4,292 4,165 

緑化造園 399 429 

合   計 4,692 4,595 
 

セグメントの名称 

前連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

機械刃物及び機械・部品 4,339 4,411 

緑化造園 427 436 

合   計 4,767 4,847 
 

セグメントの名称 

前連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

  至 平成25年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

機械刃物及び機械・部品 4,217 4,326 

緑化造園 399 429 

合   計 4,616 4,755 
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７．補足情報 

（1）当事業年度製品別売上高及び前事業年度との比較（個別）  

 （注）売上高金額欄の（ ）は輸出分であります。 
  

（2）当事業年度製品別受注高及び前事業年度との比較並びに当事業年度末受注残高（個別）  

 

  
前事業年度 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日） 

比較増減 
（△印減） 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 

鉄鋼用刃物 
776 19 801 19 24 

(46)   (44)   (△1)

合板用刃物 
100 2 196 5 96 

(70)   (58)   (△12)

製紙パルプ用
刃物 

572 14 477 12 △94 

(45)   (21)   (△22)

情報産業用刃
物 

1,168 29 1,156 28 △12 

(95)   (99)   (4)

製本用刃物 
79 2 48 1 △31 

(26)   (9)   (△16)

産業用機械及
び部品 

794 20 856 21 61 

(62)   (68)   (5)

その他 
570 14 603 14 32 

(39)   (62)   (22)

合  計 
4,063 100 4,140 100 76 

(386) (10) (364) (9) (△1)
 

  
前事業年度 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成25年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成26年３月31日）

比較増減 
（△印減） 

当事業年度末 
受注残高 

（平成26年3月
31日現在） 

区分 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 金額（百万円）

鉄鋼用刃物 763 18 812 19 49 178 

合板用刃物 90 2 211 5 114 25 

製紙パルプ用
刃物 

564 14 485 12 △71 61 

情報産業用刃
物 

1,212 29 1,144 27 △67 128 

製本用刃物 66 2 55 1 △10 13 

産業用機械及
び部品 

883 21 837 20 △41 171 

その他 565 14 673 16 103 115 

合  計 4,146 100 4,221 100 75 694 
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